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教
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0102030405060708090

子 育 て や 教 育 に お 金 が

か か り す ぎ る か ら

自 分 の 仕 事 （ 勤 め や 家 業 ）

に 差 し 支 え る か ら

家 が 狭 い か ら

高 年 齢 で 生 む の は い や だ か ら

欲 し い け れ ど も で き な い か ら

健 康 上 の 理 由 か ら

こ れ 以 上 、 育 児 の 心 理 的 、 肉 体 的

負 担 に 耐 え ら れ な い か ら

夫 の 家 事 ・ 育 児 へ の 協 力 が

得 ら れ な い か ら

一 番 末 の 子 が 夫 の 定 年 退 職 ま で

に 成 人 し て ほ し い か ら

夫 が 望 ま な い か ら

子 ど も が の び の び 育 つ

社 会 環 境 で は な い か ら

自 分 や 夫 婦 の 生 活 を

大 切 に し た い か ら

30
歳

未
満

30
～

34
歳

35
～

39
歳

40
～

49
歳

8
1
.1

6
4
.9

4
7
.7

（
％
）

子
育

て
や

教
育

に
か

か
る
費

用
が

少
子

化
の

要
因

の
一

つ

○
理
想
の
子
供
数
を
持
た
な
い
理
由
（
複
数
回
答
）
に
つ
い
て
、

30
歳
未
満
で
は

76
.5
％
、

30
～

34
歳
は

81
.1
％

が
「
子
育
て
や
教
育
に
お
金
が
か
か
り
す
ぎ
る
か
ら
」
と
回
答
し
て
い
る
。

1
出
典
：
国
立
社
会

保
障
・人

口
問
題
研
究

所
「
第

1
5
回
出
生
動
向
基
本
調
査
（
夫
婦
調
査
）
」
（
2
0
1
5
年
）

7
6
.5

（
注

）
妻
が

5
0
歳
未
満
で
あ
る
初
婚
ど
う
し
の
夫
婦
の

う
ち
、
予
定
子
ど
も
数
が
理
想
子
ど
も
数
を
下
回
る
夫
婦
（
約
３
割
）
を
対
象
に
行
っ
た
質
問
（妻

が
回
答
者
）
。

妻
の

年
齢
別
に
み
た
、
理
想
の

子
ど
も
数

を
持

た
な
い
理
由

（予
定

子
ど
も
数

が
理
想
子
ど
も
数
を
下
回
る
夫
婦
）



教
育

費
等

へ
の

補
助

を
求

め
る
意

見
が

多
い

○
「
ど
の
よ
う
な
こ
と
が
あ
れ
ば
、
あ
な
た
は
（
も
っ
と
）
子
供
が
欲
し
い
と
思
う
と
思
い
ま
す
か
」
と
の
質
問
に
対

し
（
複
数
回
答
）
、
「
将
来
の
教
育
費
に
対
す
る
補
助
」
が

68
.6
％
、
「
幼
稚
園
・
保
育
所
な
ど
の
費
用
の
補
助
」

が
59

.4
％
と
な
っ
て
い
る
。

2
出
典
：
内
閣
府
政
策
統
括
官
（
共
生
社
会
政
策
担
当
）
平
成

2
6
年
度
「
結
婚
・
家
族
形
成
に
関
す
る
意
識
調
査
」
よ
り
作
成
。

※
2
0
代
、

3
0
代
の
男
女
を
対
象
と
し
た
調
査
。

（
％
）



幼
児

教
育

・
保

育
に
お
け
る
利

用
者

負
担

3

保
育
所

（
０
～

５
歳
）

○
国

は
、
世

帯
収

入
や
子
供
の
年
齢
・
数
な
ど
に
応
じ
て
保
育
料

の
上

限
を
設

定
。

（
例

）
・
年

収
３
０
０
万

円
世

帯
３
歳
児
の
場
合
：

月
額
１
６
，
５
０
０
円

・
年

収
５
０
０
万

円
世

帯
３
歳
児
の
場
合
：

月
額
４
１
，
５
０
０
円

・
年

収
８
０
０
万

円
世

帯
３
歳
児
の
場
合
：

月
額
５
８
，
０
０
０
円

幼
稚
園

（
３
～

５
歳
）

○
国

は
世

帯
収

入
や

子
供
の
数
な
ど
に
応

じ
て
補
助
額

の
上
限

を
設

定
。

※
私

立
幼

稚
園
の
授
業
料
の
全
国
平
均
は

、
月
額

２
５
，
７
０
０
円

。

○
例
え
ば
年
収
５
０
０
万
円
世
帯
の
３
歳
児
が
保
育
所
を
利
用
し
た
場
合
の
保
育
料
は
月
額
３
万
円
程
度
、
幼
稚
園

を
利
用
し
た
場
合
の
授
業
料
は
月
額
２
万
円
程
度
が
利
用
者
の
負
担
と
な
っ
て
い
る
。



幼
児

教
育

の
効

果

○
幼
児
教
育
は
、
生
涯
に
わ
た
る
人
格
形
成
や
教
育
の
基
礎
を
培
う
重
要
な
も
の
。
幼
児
教
育
を
受
け
た
こ
と
に
よ
り
、

将
来
の
所
得
の
向
上
や
生
活
保
護
受
給
率
の
低
下
等
の
効
果
が
著
し
い
と
す
る
有
名
な
研
究
結
果
が
あ
る
。

○
高
等
教
育
と
異
な
り
、
全
員
に
共
通
の
教
育
を
施
す
こ
と
の
意
味
が
大
き
い
。

4
出
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：
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u
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u
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ig

h
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S
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o
p
e
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re
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よ
り
作
成

30
%

23
%

40
%

45
%

57
%

10
%

60
%

65
%

0%
10

%
20

%
30

%
40

%
50

%
60

%
70

%

子
ど
も
を
持
っ
た
男
性
の
比
率
（

40
歳
時
点
）

23
～

27
歳
の
間
に
生
活
保
護
を
受
給
し
た
こ
と
が
あ
る
者
の
割
合

年
間
所
得
２
万
ド
ル
以
上
（

40
歳
時
点
）

高
校
卒
業
者
比
率
（

40
歳
時
点
）

ペ
リ
ー
就
学
前
計
画
に
お
け
る
主

な
結
果

幼
児
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
実
施
し
た
グ
ル
ー
プ

幼
児
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
実
施
し
な
か
っ
た
グ
ル
ー
プ

1.
4倍

1.
5倍

0.
4倍

1.
9倍

≪
幼

児
教

育
の

効
果

に
関

す
る
研

究
例

≫

○
調
査
概
要
：

1
9
6
2
～

6
7
年
に
低
所
得
者
層
の
ア
フ
リ
カ
系
ア
メ
リ
カ
人
の
子
供
（
3
,

4歳
児

）
を
対

象
に
、
幼
児
教
育

プ
ロ
グ
ラ
ム
を
実

施
（
1日

2
.5
時
間

、
2

年
間
）
し
、
そ
の
後
、
追

跡
調
査

を
実
施
（
3
～

1
1
歳
（
毎
年
）
、

1
4
歳
、

1
5
歳
、

1
9
歳
、

2
7
歳
、

4
0
歳
時

点
）
。

－
米

国
ペ
リ
ー
就

学
前

計
画

－
（
※

海
外
の
事
例
で
は
あ
る
が
、
幼
児
教
育
の
効
果
と
し
て
参
考
と
な
る
研
究
）

○
ジ
ェ
ー
ム
ズ
・
ヘ
ッ
ク
マ
ン

シ
カ
ゴ
大

学
教

授
（
ノ
ー
ベ
ル
経
済
学

賞
受
賞
者
）
の
主
張
：

社
会
的
成
功
に
は

、
IQ
や

学
力
と
い
っ
た
認
知
能
力
だ
け
で
な
く
、
根
気

強
さ
、
注
意
深
さ
、
意
欲
、
自

信
と
い
っ
た
非

認
知

能
力

も
不
可

欠
。

幼
少
期
の
教
育
に
よ
り
、
認
知
能
力
だ
け
で
な
く
、
非
認

知
能
力
も
向
上
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。



諸
外

国
に

お
け

る
幼

児
教

育
無

償
化

の
取

組
例

○
イ
ギ
リ
ス
、
フ
ラ
ン
ス
、
韓
国
で
は
、
幼
児
教
育
の
重
要
性
を
踏
ま
え
、
無
償
化
の
取
組
を
進
め
て
い
る
。

5

イ
ギ
リ
ス

・
2
0
0
4
年

ま
で
に
全

て
の

３
～

４
歳
児

（
※
５
歳

か
ら
義
務

教
育
）
に
対
す
る
幼

児
教

育
の

無
償

化
を
実

現
（
週

1
2
.5
時
間

、
年

3
3

週
分
が
上
限

）
。

・
2
0
1
0
年

に
無

償
化

の
対

象
時
間
を
拡
大

（
週

1
5
時
間
、
年

3
8
週
分
が
上
限
）

・
2
01

4
年

に
低

所
得

世
帯

（
年

収
1
6
,1

9
0
ポ
ン
ド
（
2
4
0
万

円
）
以

下
等

の
基

準
に
該

当
す
る
世

帯
）
の

２
歳

児
（
全

体
の

４
０
％

）
も
無

償
化

。

フ
ラ
ン
ス

・
３
～

５
歳

児
を
対

象
と
し
た
幼
稚
園
は

9
9
％
が

公
立

で
あ
り
、
無
償

。

（
３
歳
以
上
の
ほ
ぼ
全
員
が
幼
稚
園
に
在
籍
。
）

韓
国

・
３
～

５
歳

児
に
対

す
る
幼

児
教
育
の

無
償
化

の
方
針

を
法

定
（
2
0
1
2
年

）
。

・
公

立
に
つ
い
て
は

、
2
0
1
3
年

に
無

償
化

を
達

成
。
私

立
に
つ
い
て
は

、
支

援
規

模
を
段

階
的

に
拡

大
し
、
無

償
化

を
目
指

し
て
い
る
。

出
典
：
文
部
科
学
省
調
べ



●
「
世

帯
収

入
（
税
込
年
収
）」
と
学
力
の
関
係

家
庭

の
経

済
事

情
に
よ
る
学

力
へ

の
影

響

○
家
庭
の
所
得
と
全
国
学
力
調
査
の
正
答
率
を
見
る
と
、
所
得
が
高
い
家
庭
の
子
供
の
正
答
率
が
よ
り
高
い
と
い
う

傾
向
。

○
所
得
が
最
も
低
い
グ
ル
ー
プ

(年
収

20
0万

円
未
満
世
帯

)と
最
も
高
い
グ
ル
ー
プ

(年
収

15
00
万
円
以
上
世
帯

)で
は
、
正
答
率
に
２
０
ポ
イ
ン
ト
以
上
の
開
き

(中
３
・
数
学

B)
が
あ
る
。

平
成
２
５
年
度

文
部
科

学
省
委

託
調
査
研

究
「
『
平

成
２
５
年

度
全

国
学

力
・
学

習
状

況
調

査
（
き
め
細

か
い
調

査
）
』
の

結
果
を
活
用
し
た
学
力
に
影
響
を
与
え
る
要
因
分

析
に
関

す
る
調

査
研

究
」
（
お
茶

の
水

女
子

大
学

）
よ
り
作

成

Ａ
問

題
：
主
と
し
て
「
知
識

」
を
問

う
問

題
。

Ｂ
問

題
：
主
と
し
て
「
活
用

」
を
問

う
問

題
。

53

75
.5

39

61
.5

67
.2

85
.6

45
.7

71
.5

02040608010
0

【
小
６
】

（
%
）

算
数

A

国
語

A

算
数

B

国
語

B

69
.1

81
.8

58
.6

75
.9

51
.5

73
.4

30

53
.4

02040608010
0

【
中
３
】

（
%
）

国
語

A

数
学

A

数
学

B

（
万
円
）

（
万
円
）

6

国
語

B
正 答 率

正 答 率

年
収

年
収



所
得

別
の

進
学

率
、
学

歴
別

の
生

涯
賃

金

○
所
得
の
低
い
世
帯
ほ
ど
、
大
学
進
学
率
が
低
い
。
ま
た
、
学
歴
に
よ
り
生
涯
賃
金
に
大
き
な
差
が
生
じ
て
い
る
。

7

○
(独

)日
本
学

生
支

援
機

構
の

調
査

（平
成

27
年

）で
は
、

・
住
民
税
非
課
税

世
帯

(世
帯
年
収

25
0
万
円

未
満
程

度
)の

大
学
進

学
率
は

２
０
％
と
推
計
。
（
全
世
帯
平
均
５
２
％
）

・
〃

高
等

教
育

進
学

率
（
大
学
、
短
大
、
高
専
、
専
門
学
校
）は

４
０
％
と
推
計
。

（
全
世
帯
平
均
８
０
％
）

＜
低

所
得

世
帯

の
大

学
へ

の
進

学
状

況
＞

26
6.

3

20
6.

7

18
.8

14
.2

35
.2

24
.0

大
学
・
大
学
院
卒

高
校
卒

60
歳
ま
で

退
職
金

そ
れ
以
降

32
0.

3
（
百
万
円
）

7
,5

0
0
万
円
差

※
(独

)労
働

政
策

研
究

・
研

修
機

構
調

べ
（
2
0
1
6
年

）

＜
学

歴
別

の
生

涯
賃

金
差

＞

27
.8

%

42
.4

%
56

.1
%

61
.9

%
62

.9
%

32
.1

%

20
.0

%
14

.5
%

8.
8%

5.
9%

0%20
%

40
%

60
%

80
%

40
0万

円
以
下

45
0-

60
0

62
5-

80
0

82
5-

10
25

10
50

万
円
以
上

大
学
進
学

高
卒
で
就
職

出
典

：
文

部
科

学
省

科
学
研
究
費
基
盤
（
B
）
「
教

育
費
負

担
と
学
生
に
対
す
る
経
済

的
支
援

の
在

り
方
に
関
す
る
実

証
研
究

」
（
小

林
雅

之
研

究
代

表
）
「
2
0
1
2
年

高
卒

者
保

護
者

調
査

」

○
所
得
の
低
い
世

帯
ほ

ど
、
大
学

進
学

率
が
低

い
。

※
進
学
率
の
全
世
帯
平
均
は
、
学
校
基
本
調
査
（
平
成

28
年
）
を
基
に
文
部
科
学
省
で
算
出
。

24
4.

9
（
百
万
円
）

―
学
歴
別
生
涯
賃
金
―

（
男
性
、2

01
4 
年
）



8

（
出
典
）
国
立
大
学
等
の
授
業
料
そ
の
他
の
費
用
に
関
す
る
省
令

国
立

大
学

授
業

料
の

推
移

、
給

付
型

奨
学

金
制

度
の

導
入

○
国
立
大
学
の
授
業
料
は
、
昭
和

50
年
度
に

3.
6万

円
、
昭
和

60
年
度
に

25
万
円
で
あ
っ
た
の
に
対
し
、
現
在
は

54
万
円
。
入
学
金
も
、
昭
和

50
年
度
の
５
万
円
、
昭
和

60
年
度
の

12
万
円
か
ら
、
現
在
は

28
万
円
と
な
っ
て
い
る
。

5万
円

12
万

円

28
万

円

3.
6万

円
25

万
円30

54
万

円

0102030405060708090
（
万
円
）

（
年

度
）

国
立

大
学

の
入

学
金

・
授
業

料
の
推

移
入
学
金

授
業
料

【
給
付
型
奨
学
金
制
度
の
導
入
】

○
住
民
税
非
課
税
世
帯

(世
帯
年
収

25
0万

円
未
満
程
度

)で
一
定
の
要
件
を
満
た
し
た
者
を
対
象
に
、
平
成

29
年
度
か
ら
先
行
実
施

(給
付
学
生
数

:2
80

0人
)。
支
給
額
は
、
月
額
２
万
円
～
４
万
円
（
在
学
中
の
ア
ル
バ
イ
ト
を
前
提
と
し
た
額
）
。

○
平
成

30
年
度
か
ら
の
給
付
学
生
数

(１
学
年
２
万
人

)は
、
非
課
税
世
帯
の
学
生
の
１
／
３
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
。



理
論
に
加
え
て
、
実
社
会
と
の
つ
な
が
り
を
意
識
し
た
教
育
を
行
う

チ
ー
ム
で
特
定
の
課
題
に
取
り
組
む
経
験
を
さ
せ
る

デ
ィ
ベ
ー
ト
、
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
を
訓
練
す
る

知
識
や
情
報
を
集
め
て
自
ら
の
考
え
を
導
く
訓
練
を
す
る

実
践
重
視
の
実
務
に
役
立
つ
教
育
を
行
う

国
際
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力
，
異
文
化
理
解
能
力
を
高
め
る

教
養
教
育
を
通
じ
て
知
識
の
世
界
を
広
げ
る

専
門
に
関
連
す
る
他
領
域
の
基
礎
知
識
も
身
に
付
け
さ
せ
る

専
門
分
野
の
知
識
を
し
っ
か
り
身
に
付
け
さ
せ
る

7
0

8
0

1
0

2
0

3
0

4
0

5
0

6
0

1
0

6
0

7
0

0
0

5
0

4
0

3
0

2
0

大
学

教
育

と
企

業
の

求
め
る
教

育
内

容
の

差

9

企
業
の
大
学
・
大

学
院

（
文

系
）
へ

の
期
待

大
学
・
大

学
院

（
文

系
）
が

教
育

面
で

特
に
注

力
し
て
い
る
点

（
出
典
）
新
た
な
未
来
を
築
く
た
め
の
大
学
教
育
の
質
的
転
換
に
向
け
て
（
H

2
4.

8
.2

8
 中

央
教
育
審
議
会
答
申
）
に
基
づ
き
作
成

（
日
本
経
団
連
教
育
問
題
委
員
会
「
企
業
の
求
め
る
人
材
像
に
つ
い
て
の
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
」
2
0
0
4.

1
1
.8
公
表
）

（
％

）
（
％
）

企
業

の
期
待
＞
大
学
の
意
識

大
学

の
意
識
＞
企
業
の
期
待

○
日
本
経
団
連
の
調
査
に
よ
れ
ば
、
企
業
は
「
理
論
に
加
え
て
、
実
社
会
と
の
つ
な
が
り
を
意
識
し
た
教
育
を
行
う
」

な
ど
を
大
学
に
求
め
て
い
る
が
、
大
学
は
必
ず
し
も
重
視
し
て
い
な
い
。

※
色
の
濃
い
部
分
が
企
業
と
大
学
の
認
識
の
差



国
立

大
学

法
人

・
学

校
法

人
（
私

立
大

学
）
に
お
け
る
理

事
の

構
成

○
国
立
大
学
法
人
の
理
事
の
う
ち
、
産
業
界
出
身
者
の
割
合
は
、
５
％
程
度
と
低
い
。

86
国
立
大
学
の
う
ち

68
大
学

（
８
割
）
で
は
、
産
業
界
出
身
の
理
事
が
い
な
い
。
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国
立

大
学

法
人

の
理

事
の

構
成

学
校

法
人

（
私
立
大
学
）の

理
事
の
構
成

産
業
界
（
１
法
人
当

た
り

0
.2
人

）

そ
の
他

5
％
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出
典
）
「
学
校
法
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経
営
改
善
方
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関
す
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ア
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ケ
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」
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大
学
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期
大

学
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人
編
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成

2
7
年
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共
済
事
業

団
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基
づ
き
作
成
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5
1
5
法
人

5
,9

6
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人

>
調
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時
点
：
平
成

2
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年
度

（
出
典
）
文
部
科
学
省
調
べ

<
8
6
法
人

3
9
7
人

>
調
査
時
点
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平
成

2
8
年
９
月

１
日

産
業
界

（
１
法
人
当
た
り

1
.4
人
）

1
2
％ そ
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他
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「幼児教育、高等教育の無償化・負担軽減」に関する提案 

（第２回人生 100年時代構想会議） 

 

慶應義塾大学 樋口美雄 

 

＜はじめに＞ 

 現在の我が国の社会保障制度は、高齢者向けの給付が中心となっている。他

方、現役世代は、子育て・介護といった大きな不安に直面しているため、こ

の不安の解消に大胆に政策資源を投入することで、我が国の社会保障制度を

全世代型へと大きく転換することが必要。 

 20 代や 30 代の若い世代が理想の子供数を持たない理由は、「子育てや教育

にお金がかかりすぎるから」が最大の理由であり、子育て世代に対して教育

費の負担軽減措置を講じることは最大の少子化対策。我が国が直面する少子

高齢化という最大の課題を克服するため、子育て世代に対して十分な投資を

行うことは国の責任。 

 

＜幼児教育＞ 

 幼児教育は、長い人生を生きるための基礎を培う重要なものであり、認知能

力（IQ などの目に見える能力）だけでなく、非認知能力（意欲、忍耐力、

自制心、社会的適性などの目に見えない能力）の育成においても重要な役割。 

 このため、義務教育と同様、全ての子供たちに質の高い幼児教育を受けさせ

る意義が大きいことから、近年、イギリス、フランス、韓国などにおいては、

３～５歳児の幼児教育について、所得制限を設けずに無償化が進められてい

る。 

 我が国においても、３～５歳児の幼児教育については、全ての子供たちの幼

稚園・保育所の費用を無償化することが必要。０～２歳児についても、所得

の低い世帯に対する無償化を進めるべき。 

 また、こうした取組を進めるに当たっては、併せて待機児童を解消していく

ことが欠かせない。このため、国は、待機児童解消を目指す「子育て安心プ

ラン」の早期実行を最優先課題として取組を進めていくべき。 

 

＜保育士・介護士の処遇改善＞ 

 保育分野や介護分野において、必要な人材を確保することも喫緊の課題。ア

ベノミクスの成果もあり、労働市場が逼迫している中で、他の産業との賃金

格差をなくしていくよう、更なる処遇改善に取り組むべき。 

 

資料２ 
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＜高等教育＞ 

 全ての子供たちを無償化の対象とする幼児教育と異なり、高等教育について

は、真に支援が必要な、所得が低い家庭の子供たちに限って支援策を講じる

べき。 

 また、この支援策は、所得が低い家庭の子供たちが、生活費を賄うためのア

ルバイトを行うことなく、勉学に専念できるような仕組みとすることが重要。

現在の国立大学の授業料は年間５４万円であり、私立はそれ以上に高く、か

つてと比べてかなり高くなっていることや、学生の年間の平均生活費の現状

を踏まえながら、授業料減免措置と給付型奨学金を大幅に拡充することによ

って対応すべき。また、所得が高い家庭の子供たちに対しては、貸与型の奨

学金の充実によって対応すべき。 

 国費による支援を受けて勉強する以上、支援を受けた学生に対しては、大学

における単位の取得状況の確認や、成績管理などを厳格に行うこととし、一

定の条件に適合しなくなった場合には支給を打ち切るといった厳しい措置

を講じることも検討すべき。 

 加えて、格差の固定化を防止する仕組みとしてこうした支援策を導入する以

上、エンプロイアビリティを向上させる取組を行っている大学のみを対象と

した支援策とすべき。具体的には、学生が社会に出て活躍できるようにする

ためには、大学において実践的な教育を充実させる必要があることから、産

業界の人材がカリキュラムの編成に関わっていることや、社会の最前線で実

務に当たる学外の実務家教員を積極的に登用することなどを、支援対象とな

る大学の要件とすべき。大学は透明性を高め、社会とのインタフェースを確

保することが必要。 

 企業も職種別採用等により、非認知能力や適性に加え、本人が学んできたも

のを重視して採用を行う必要。 

 

＜財源＞ 

 幼児教育、高等教育の無償化・負担軽減を実現するための費用は経常的な費

用であることから、この費用は国の借金によって賄うのではなく、安定的な

税財源から捻出すべき。また、子育て世代を社会全体で支えることが重要で

あることから、こうした費用を賄う財源の確保に際しては、産業界も一定の

協力をすることが必要。 
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固
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児
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子
ど
も
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子
育
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支
援
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対
す
る
連
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の
考
え
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れ
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が

安
心

し
て
子
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れ
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ど
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築
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児

童
の

解
消

を
は

か

る
た
め
、
幼

稚
園
教

諭
・
保

育
士

等
へ

抜
本

的
な
処
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築
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デ
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が
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受
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備
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．
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困
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幼児教育、高等教育の無償化・負担軽減について 
 

（株）日本総合研究所 
理事長 高橋 進 

 
１．幼児教育について 
 幼児教育は生涯にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであり、その後

の人生に大きな影響を及ぼすもの。こうした高等教育との機能の違いに留

意し、所得制限をかけることなく、広く子供たちが幼児教育を受けられる

ような措置を講じるべき。 
 
２．高等教育について 
 志があっても経済的に恵まれない若者が、勉学に専念できる環境を整備す

る観点から、授業料の減免措置や給付型奨学金を大胆に拡充すべき。その

際、真に支援が必要な子供たちに対して十分な支援が行き届くよう、支援

の対象は低所得者などに限定すべき。 
 その際、こうした子供たちが生活費を賄うためのアルバイトに専念するこ

とによって、学業を疎かにすることがないよう、給付型奨学金を拡充する

に当たっては、学生の生活費も賄えるようにすべき。 
 支援を受けた学生に対しては、大学入学後の単位の取得状況や成績を厳格

に確認することにより、その学生が公費の支給を受けて勉学に励む者とし

てふさわしい者であるかどうかをしっかりと確認すべき。そして、この成

績確認の基準などは客観的なものとし、支援を受けた学生がこうした基準

に適合していない場合には、奨学金の支給を停止するなどの厳しい措置を

講じるべき。 
 我が国の大学の抜本改革は急務。このため、上記の支援措置の対象となる

大学については、産業界からの外部人材を一定程度、その理事として任命

してガバナンス改革に取り組んでいるなど、実社会から評価されている大

学に限定すべき。 
 
３．財源について 
 幼児教育、高等教育の無償化・負担軽減に係る施策を実行するに当たって

は、将来世代に負担を先送りすることがないよう、国債などの借金に頼る

のではなく、消費税といった安定的な税財源を確保することを大前提とす

る一方、基礎的財政収支（PB）の黒字化目標はしっかりと堅持し、その実

現に向けた改革を具体化し、推進すべき。 

資料４ 
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